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平成 21年度における文部科学省所管独立行政法人等の業務の実績 

に関する評価の結果等についての意見について 

 

当委員会は、平成 22年８月 30日付けをもって貴委員会から通知のあった

「平成 21年度に係る業務の実績に関する評価の結果について（通知）」等に

関して、別紙１のとおり意見を取りまとめましたので、通知します。あわせ

て、独立行政法人の内部統制の充実・強化を行う上で参考となる取組につい

て別紙２から別紙４のとおり、独立行政法人の評価及び業務運営等について

参考となる事例について別紙５のとおり取りまとめ、送付しますので、よろ

しくお取り計らい願います。 

当委員会としては、平成 22年５月 31日に改正した「独立行政法人の業務

の実績に関する評価の視点」、同日に独立行政法人評価分科会において取り

まとめた「平成 21 年度業務実績評価の具体的取組について」等に沿って、

政府全体の評価の厳格性、信頼性の確保に重点を置き、横断的に評価を行っ

たところです。 

このうち、保有資産及び内部統制については、各法人における実態の把握

に努めつつ、今後、的確に評価を行うことができるよう、積極的に提言を行

いました。 

 具体的には、独立行政法人の保有資産の有効活用や国庫納付等の推進が大

きな課題となっていることを踏まえ、独立行政法人等による保有資産の見直

し状況を国民に明らかにして今後の一層の取組を促すとともに、保有資産の



詳細情報を活用した厳格な評価のための枠組み作りを提言しています。 

 また、独立行政法人を巡る不祥事や無駄遣いへの批判がある中、国民の信

頼を高めていくためには、法人自体におけるマネジメント改革への取組が欠

かせません。その有用な手段である内部統制について、本年３月に総務省の

研究会で考え方が取りまとめられたことを受け、各評価委員会が行った積極

的な取組を取り上げるなどにより、今後の評価に向けた具体的な視点等を提

起しています。 

 このほかにも、当委員会は、各評価委員会の意欲的な取組を積極的に紹介

するなどの取組を行いました。 

 独立行政法人の適正な運営及び質の高い行政サービスを確保するためには、

問題点等を明らかにして改善を促すとともに、法人の積極的な取組を更に促

進する質の高い評価が不可欠です。そのためには、上記の提言を踏まえるな

どにより、評価の在り方について不断の改善を図っていくことが求められま

す。貴委員会におかれては、独立行政法人に対する国民の厳しい視線を意識

しながら評価に取り組んでいることと存じますが、今般の当委員会の意見を

踏まえ、一層の評価の質の向上に向けた取組が行われることを期待していま

す。 



 

 

別紙１ 

平成21年度における文部科学省所管独立行政法人等の業務の実績 

に関する評価の結果等についての意見 

 

 平成21年度における文部科学省所管25法人（国立特別支援教育総合研究所、大学入試

センター、国立青少年教育振興機構、国立女性教育会館、国立国語研究所、国立科学博物

館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、放射線医学総合研究所、国立美術館、国

立文化財機構、教員研修センター、科学技術振興機構、日本学術振興会、理化学研究所、

宇宙航空研究開発機構、日本スポーツ振興センター、日本芸術文化振興会、日本学生支援

機構、海洋研究開発機構、国立高等専門学校機構、大学評価・学位授与機構、国立大学財

務・経営センター、日本原子力研究開発機構、日本私立学校振興・共済事業団（助成業務））

の業務の実績に関する貴委員会の評価の結果（以下「評価結果」という。）については、以

下のとおり改善すべき点がみられた。 

 

【所管法人共通】 

（保有資産の見直し） 

１ 保有資産の見直しに関する政府の方針及び当委員会における評価の具体的視点等 

(1) 「独立行政法人の抜本的な見直しについて」（平成21年12月25日閣議決定） 

独立行政法人が保有する資産の見直しについては、行政刷新会議による事業仕

分け（第１弾）を受けて、「独立行政法人の抜本的な見直しについて」（以下「抜

本的見直しの視点」という。）が閣議決定され、その中で、独立行政法人の組織体

制及び運営の効率化を検証する際の視点として、「保有資産（実物資産、金融資産）

等の経営資源が事務・事業の目的及び内容に照らして過大なものとはなっていな

いか。徹底的に縮減し、国庫返納等を行うべきではないか。」との視点が示された。 

 

(2) 「独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて」(平成22年５月18日行政刷

新会議決定) 

抜本的見直しの視点の閣議決定後、行政刷新会議による事業仕分け（第２弾）

を受けて、「独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて」（以下「横断的見

直しの方針」という。）が行政刷新会議で決定された。その中で、各府省は、独立



 

 

行政法人の保有資産の抜本的見直しを行い、「当該独立行政法人が保有し続ける必

要があるかを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行う」ものとされ、

独立行政法人の支所等として設置している東京事務所、海外事務所、研修施設等

については、「当該独立行政法人が当該事務所等を引き続き設置し続ける必要があ

るか、効率化を図ることができないか等を検証し、廃止、統合、組織の枠を超え

た共用化等の措置を行う」ものとされた。さらに、これらの検証に当たって、「施

設の保有や賃借は、政策的必要性や効果に応じた必要最小限に留める」ものとさ

れている。 

また、平成22年５月21日の閣僚懇談会では、内閣総理大臣から各大臣に対し、

横断的見直しの方針に沿った措置を講ずるよう要請された。 

 

(3) 独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成22年法律第37号）の成立 

こうした独立行政法人の保有資産に関する政府方針等が打ち出される中、平成

22年５月21日には、独立行政法人通則法の一部を改正する法律が成立し、ⅰ）不

要財産の処分及びその処分計画の中期計画への記載の義務付けのほか、ⅱ）政府

出資に係る不要財産についての国庫への納付又は売却収入の納付、これに伴う減

資等、独立行政法人が保有する不要財産の国庫納付を行う枠組みが整備された。 

 

(4) 当委員会における評価の視点等 

当委員会では、このような独立行政法人の保有資産等を巡る状況を踏まえ、「独

立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」（平成22年５月31日政策評価・独立

行政法人評価委員会決定）及び「平成21年度業務実績評価の具体的取組について」

（平成22年５月31日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科会

決定）（以下これらを合わせて「評価の視点等」という。）において、独立行政法

人等の保有資産等の見直しに係る評価の視点を重点事項として位置付け、独立行

政法人等による保有の必要性・規模の適切性の観点からの見直し状況に関する評

価、見直しにより不要とされた資産の処分・有効活用の適切性及び必要とされた

資産の管理・運用の適切性の検証状況に関する評価を行うに当たって留意すべき

具体的視点等を示したところである。 

 



 

 

(5) 当委員会における評価の視点等の決定後の動き 

当委員会における評価の視点等の決定後も、以下のとおり、政府の方針におい

て独立行政法人の保有資産等に関する取組方針等が示されている。 

ア 「新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」（平成22年６月18日閣議決

定） 

平成22年６月18日に「新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」（以下

「新成長戦略」という。）が閣議決定され、その別表「成長戦略実行計画（工程

表）」において、「独法資産の実態把握に基づく見直しによる有効活用、国庫納

付等の推進」を図るものとされ、独立行政法人の保有資産等の見直しに当たり、

その実態把握が重要であるとの認識が示されている。 

 

イ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決

定） 

平成22年12月７日に「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（以下

「見直しの基本方針」という。）が閣議決定された。その中で、独立行政法人の

保有資産等に関しては、各独立行政法人が個別に講ずべき措置のほか、「そもそ

も当該独立行政法人が保有する必要性があるか、必要な場合でも最小限のもの

となっているかについて厳しく検証し、不要と認められるものについては速や

かに国庫納付を行う」ことや、「個別に措置を講ずべきとされたもの以外のもの

についても、各独立行政法人は、貸付資産、知的財産権も含めた幅広い資産を

対象に、自主的な見直しを不断に行う」ことなどの取組方針が示されるととも

に、東京事務所、海外事務所、職員研修・宿泊施設、本部事務所、地方支所、

職員宿舎等の資産ごとの見直しの方向性が示されている。 

 

２ 独立行政法人等の保有資産等に関する実態把握 

当委員会では、二次評価の重点事項として位置付けた独立行政法人等の保有資産

等の見直しに係る評価を的確に行うため、その保有資産等の実態を把握することが

重要であるとの認識の下、平成21年度末現在で設置されている独立行政法人98法人

並びに日本司法支援センター及び日本私立学校振興・共済事業団（助成業務）の計

100法人を対象として、法人が所有又は借上げにより使用しているⅰ）実物資産等及



 

 

び所有するⅱ）金融資産、ⅲ）知的財産について、以下のとおり、二次評価に必要

なデータ収集を行った。 

なお、このような実態把握の重要性は、新成長戦略の「成長戦略実行計画（工程

表）」においても指摘されており、「独法資産の実態把握に基づく見直しによる有効

活用、国庫納付等の推進」を図るものとされているところである。 

(1) 実物資産等 

法人が所有又は借上げにより使用している実物資産等の実態を把握するため、

本年６月から８月にかけて、各府省及び各独立行政法人等の協力を得て、必要な

データ収集を行った。 

具体的には、ⅰ）土地、ⅱ）建物及び附属設備、ⅲ）構築物を中心とし、収集

するデータの種類は、上記の政府方針等や評価の視点等を踏まえたものとした。 

 

(2) 金融資産 

金融資産については、特に現金預金、有価証券等に着目して、財務諸表を基に

データの整理・分析を行った。 

 

(3) 知的財産 

知的財産については、特に特許権に着目して、本年９月に各府省及び各独立行

政法人等の協力を得て、必要なデータ収集を行った。 

 

３ 実物資産等の実態に関する情報の活用及び提供 

独立行政法人等が使用する実物資産等に関する詳細な情報については、国有財産

のように、政府部内で一元的に把握している部門がなく、その全体像や実態を把握

することが容易でない状況にある。そこで、今回、当委員会は、各府省及び各独立

行政法人等の協力の下、各独立行政法人等が使用する実物資産等の実態把握を行う

こととした。こうした実態把握に基づく詳細な情報は、当委員会が行う二次評価に

とどまらず、各独立行政法人等が実物資産等を見直す上でも、貴委員会が法人の取

組の適切性等を厳格に評価を行う上でも、非常に有用な基礎的情報である。 

他方、平成22年５月21日に独立行政法人通則法の一部を改正する法律が成立し、

独立行政法人が保有する不要財産の国庫納付を行う枠組みが整備され、同年12月７



 

 

日には、見直しの基本方針が閣議決定され、その中で、「個別に措置を講ずべきとさ

れたもの以外のものについても、各独立行政法人は、貸付資産、知的財産権も含め

た幅広い資産を対象に、自主的な見直しを不断に行う」ものとされたところである。 

こうした独立行政法人通則法の一部を改正する法律の趣旨に沿った取組や独立行

政法人等による不断の見直しを促し、国民の理解と信頼を得ていくためには、各独

立行政法人等による見直し、処分、国庫納付等の取組状況を国民に分かりやすい形

で公表するとともに、その取組を厳格に検証し適切性を明らかにするためにも、各

独立行政法人等が使用する実物資産等に関する詳細な情報は必要不可欠である。 

以上のことから、今後、各独立行政法人等が使用する実物資産等に関する詳細な

情報が毎年度一定の時期に整備（データの更新等）され、独立行政法人等の評価や

見直しの基本方針及び独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行状況のフォ

ローアップ等に活用できるような仕組みが構築されることが期待される。 

また、独立行政法人等による実物資産等の見直し、不要財産の処分、国庫納付等

の取組を促し、業務運営の改善につなげていくために、こうした独立行政法人等に

おける取組について国民に分かりやすい形で公表するための方策を検討していくこ

とが求められる。 

   

４ 文部科学省所管独立行政法人等の保有資産について 

(1) 実物資産等  

評価の視点等においては、上記項目１で触れた抜本的見直しの視点で、「保有

資産の見直しに係る事項については、再検討の間においても引き続き取組を進め

る」ものとされた「独立行政法人整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決

定）等を踏まえ、独立行政法人が、所有又は借上げにより使用している実物資産

等の必要性を検証するに際し、特に留意すべき視点として、ⅰ）法人の任務遂行

上の有用性、ⅱ）資産規模の適切性、ⅲ）現在地に立地する必要性、ⅳ）資産の

利用度等、ⅴ）経済合理性を挙げ、検証結果等を踏まえた法人の取組については、

ⅵ）処分等の取組の適切性を挙げたところである。 

文部科学省所管の24法人が所有又は借上げにより使用している実物資産等の

利用状況等についてみると、表１－１の宿泊施設、教育研修施設等の利用率は、

50パーセントに満たず低調である。 



 

 

表１－１ 利用率が50％を下回る宿泊施設、教育研修施設等 

 法  人  名 施設名 区分 

利用に供する 

部屋数 

（室） 

利用率 

(H21) 

（％） 

国立特別支援教育総合研究所 職員研修館 所有 3 1 

宇宙航空研究開発機構 鹿児島厚生施設 借上げ 4 8 

日本学生支援機構 

東京国際交流館 （ホール） 所有 2 45 

        （会議所） 所有 5 40 

        （研修施設） 所有 12 24 

駒場国際交流会館（研修施設分) 所有 4 24 

（注）１ 表中の施設は、利用率が50％を下回る宿泊施設、教育研修施設、会議室、ホール等であり、見直し

の基本方針において指摘を受けているものである。 

２ 利用率（％）＝ 年間実利用数（延べ利用部屋数）÷（年間稼働日数×部屋数）×100 

 

また、表１－２の資産は、未利用地等であり、処分等がなされておらず、法人

内に留保されている状況にある。 

 

表１－２ 未利用等の所有地・所有施設 

 法  人  名 区分 
施 設 名 

（所在地） 

敷地面積 

 

(㎡) 

Ｂ／Ｓ 

価格 

（百万円） 

備 考 

国立科学博物館 所有 
霞ヶ浦地区 

（茨城県美浦村） 
24,095 145 

（減損認識） 
使用が見込まれなく
なったため 

日本原子力研究開発機構 所有 
那珂核融合研究所西地区 

（茨城県那珂市） 
312,725 1,808 

  
 
 

（注） 表中の土地、建物等は、減損処理を行い用途廃止しているもの等であり、見直しの基本方針において

指摘を受けているものである。 

 

さらに、表１－３の東京事務所等については、本部が首都圏内に立地している

中で、その本部の支所等として設置されたものであり、また、表１－４の海外事

務所については、複数の他の独立行政法人が事務所を設置している都市に設けた

ものである。 

 

 

 

 

 



 

 

表１－３東京都内に所在する法人の支所等として設置されている事務所・施設 

 法  人  名 区分 
施設名 

（所在地） 

使用面積 

 

（㎡） 

役職員 

配置数 

（人） 

維持経費 

 

（千円） 

国立特別支援教育総合研究所 借上げ 
ｷｬﾝﾊﾟｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ東京 

（港区） 
45 0 2,855 

物質・材料研究機構 
所有 

目黒地区事務所 
（目黒区） 

7,708 28 95,850 

借上げ 
東京会議室 
（港区） 

136 1 16,574 

教員研修センター 借上げ 
東京事務所 
（港区） 

312 17 35,292 

科学技術振興機構 

所有 
東京本部 

（千代田区） 

12,923 213 317,525 

借上げ 3,383 195 347,688 

所有 
上野事務所 
（台東区） 

1,147 4 32,055 

借上げ 
二番町事務所 
（千代田区） 

2,486 81 305,917 

借上げ 
三番町事務所 
（千代田区） 

3,516 168 330,383 

借上げ 
五番町事務所 
（千代田区） 

1,465 72 117,659 

借上げ 
研究振興支援業務室 

（千代田区） 
445 25 42,950 

借上げ 
原子力業務室 
（千代田区） 

363 14 38,749 

理化学研究所 借上げ 
東京連絡事務所 
（千代田区） 

240 0 36,870 

宇宙航空研究開発機構 借上げ 
東京事務所 
（千代田区） 

非公表 158 非公表 

日本学生支援機構 所有 
市谷事務所 
（新宿区） 

6,757 211 101,613 

海洋研究開発機構 借上げ 
東京事務所 
（港区） 

973 4 112,238 

国立高等専門学校機構 借上げ 
田町オフィス 
（港区） 

126 11 8,970 

大学評価・学位授与機構 所有 
竹橋オフィス 
（千代田区） 

1,677 0 16,641 

国立大学財務・経営センター 所有 
東京連絡所 
（千代田区） 

1,680 22 32,533 

日本原子力研究開発機構 借上げ 
東京事務所 
（千代田区） 

2,406 107 308,313 

（注）１ 表中の事務所等は、首都圏に本部があるが、法人が所有又は借上げにより、その本部のほかに支所

等として東京都内に設置している事務所・会議所等であり、見直しの基本方針において指摘を受けて

いるものである。 

２ 「使用面積」欄は、所有の場合は延面積を、借上げの場合は借上げ面積を記載した。 

３ 「維持経費」欄の数値は、所有する事務所等の場合は、公租公課、保険料、修繕費等の施設として

維持するために支出した諸経費の額を、借上げにより使用する事務所等の場合は、借上料と修繕費等

の諸経費との合計額を記載した。 

 

 

 



 

 

表１－４ 複数の法人が事務所を設置する都市に設置している海外事務所 

 法  人  名 区分 施設名 

使用面積 

 

（㎡） 

役職員 

配置数 

（人） 

維持 

経費 

(千円) 

科学技術振興機構 借上げ ワシントン事務所 154 2  8,539 

日本学術振興会 借上げ ワシントン研究連絡センター 229 3 12,512 

宇宙航空研究開発機構 借上げ ワシントン駐在員事務所 271 3 14,358 

海洋研究開発機構 借上げ ワシントン事務所 178 3 8,713 

日本原子力研究開発機構 借上げ ワシントン事務所 246 3 12,166 

科学技術振興機構 借上げ パリ事務所 143 2 12,347 

宇宙航空研究開発機構 借上げ パリ駐在員事務所 132 2 14,468 

日本原子力研究開発機構 借上げ パリ事務所 289 3 27,423 

日本学術振興会 借上げ ロンドン研究連絡センター 169 4 11,786 

日本スポーツ振興センター 借上げ ロンドン事務所 63 2 17,868 

科学技術振興機構 借上げ 北京事務所 99 2  5,361 

日本学術振興会 借上げ 北京研究連絡センター 249 4 10,518 

理化学研究所 借上げ 中国事務所準備室 21  1 899 

日本学術振興会 借上げ バンコク研究連絡センター 62 3 2,269 

宇宙航空研究開発機構 借上げ バンコク駐在員事務所 280 1 4,040  

日本学生支援機構 借上げ タイ事務所 62 0 1,144 

（注）１ 表中の事務所等は、多くの独法が事務所を設置する５都市（ワシントン、パリ、ロンドン、北京、

バンコク）に設置している事務所等であり、見直しの基本方針において指摘を受けているものである。 

２ 「使用面積」欄は、借上げ面積を記載した。 

３ 「維持経費」欄の数値は、所借上料と修繕費等の諸経費との合計額を記載した。 

 

これらの資産等については、当委員会の「独立行政法人の主要な事務及び事業

の改廃に関する勧告の方向性」（平成22年11月26日 政策評価・独立行政法人

評価委員会決定。以下「勧告の方向性」という。）または見直しの基本方針におい

て、廃止、国庫納付、共用化等、またはそれに向けた検討の必要性について個別

具体の指摘がなされたところである。 

このため、これらの資産等について今後重要となるのは、勧告の方向性や見直

しの基本方針において指摘されたこうした取組が、当該資産等を使用する法人に



 

 

おいて、適切に行われるようにしていくことである。 

したがって、今後の評価に当たっては、勧告の方向性や見直しの基本方針の指

摘に沿った法人の取組が適時適切に実施されているかとの観点で評価を行うとと

もに、具体的な指摘がなかった資産等を使用する法人を含め、全ての法人につい

て、利用実態等が的確に把握され、その必要性や規模の適切性等についての法人

による検証が適切に実施されているかとの観点から引き続き評価を行うことが必

要である。 

なお、これらの資産等については、勧告の方向性や見直しの基本方針において、

個々に廃止、国庫納付、共用化等の指摘がなされる結果となったが、こうした利

用率が低調であるなど保有の必要性や現在地に立地する必要性等を検証すべき状

況にある資産等については、法人が上記の視点等に沿った適切な検証・取組を行

っているかにとどまらず、法人が出した必要性の判断の妥当性や、当該資産等の

廃止、国庫納付、共用化等といった個別具体の方向性を明らかにしていくことが

必要である。 

 

(2) 金融資産 

ア 事業用運用資産の見直し及び運用・管理 

文部科学省所管の独立行政法人のうち、個別法に基づき事業用運用資産を保

有する法人は４法人（国立青少年教育振興機構、日本学術振興会、日本スポー

ツ振興センター、日本芸術文化振興会）である。 

これらの法人について評価結果をみると、いずれも事業目的を遂行する手段

としての有用性・有効性、事務・事業の目的及び内容等に照らした資産規模の

適切性の観点からの法人による見直しの適切性について評価が行われている。 

また、平成22年３月改訂の独立行政法人会計基準においては、独立行政法人

が保有する金融商品について、金融商品に対する取組方針等を明らかにし、金

融商品の状況に関する事項及び期末の時価等に関する事項の情報開示が求めら

れているところ、いずれの法人についても、保有目的を達成するための運用方

針の明確化及び運用体制の確立の観点からの評価が行われている。今後とも、

適切な評価に努められたい。 

 



 

 

イ 貸付等債権の管理 

平成21年度末において、100億円を超える債権を保有する法人は、表２のと

おり３法人（日本学生支援機構、国立大学財務・経営センター、日本私立学校

振興・共済事業団（助成業務））である。 

 

表２ 貸付金等および貸倒引当金の状況 

               （単位：百万円） 

法人名 種 類 
① 

債権残高 
 

    
② 

貸  倒 
引当金 

    

① - ② うち貸倒懸
念債権 

うち破産更
生債権等 

うち貸倒懸
念債権に
対するもの 

うち破産更
生債権等に
対するもの 

日 本 学 生 
支 援 機 構 

第一種学資金 2,380,736 70,626 30,420 79,801 37,150 30,392 2,300,935 

第二種学資金 3,852,923 103,195 11,076 88,476 51,022 11,029 3,764,447 

国 立 大 学 
財務 ･経営 
センター 

施設費貸付金 361,405 - - - - - 361,405 

承継債務負担
金債権 

558,312 - - - - - 558,312 

日本私立学
校振興・共済
事業団 
(助成業務) 

貸付金 617,196 4,378 4,908 8,009 2,985 3,954 609,186 

（注）１ 平成21年度財務諸表附属明細書を基に、貸付金に類する勘定科目名について集計した。 

２ 融資等業務以外の貸付金を除く。 

３ 債権残高が100億円以上の債権について掲載している。 

４ 取引の性質上貸倒リスクのない債権を含む。 

５ 新規貸付を行っていないものを含む。 

 

これらの法人が保有する債権について評価結果をみると、いずれも貸付・回

収の実績のほか、貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組に関する評価が行

われている。今後とも、適切な評価に努められたい。 

 

(3) 知的財産 

文部科学省所管の24法人のうち、出願・審査や権利維持に経費や人的コストが

かかる特許について、平成21年度末現在で特許を10件以上所有している法人の

状況をみると、表３のとおり、９法人となっている。 

 

 



 

 

表３ 特許の所有状況等 

法人名 

特許所

有件数 

(件) 

実 施 

許諾率 

(％） 

特 許 

出願数 

(件) 

特許に 

よる収入 

(千円) 

特許出願・維持費用（千円） 

 出願・ 

審査 

権利 

維持 

科学技術振興機構 8,971 15.3 248 505,258 1,043,897 892,018 151,879 

物質・材料研究機構 1,631   9.6 327 187,144 184,901 168,857 16,044 

日本原子力研究開発機構 1,083 11.7 167 16,824 168,084 123,048 45,036 

理化学研究所 1,043 41.9 310 30,301 342,924 290,139 52,785 

宇宙航空研究開発機構 770 10.1 87 5,055 91,104 61,118 29,986 

放射線医学総合研究所 144 7.6 58 495 42,782 37,441 5,341 

海洋研究開発機構 86 10.5 32 1,885 41,469 38,840 2,629 

国立高等専門学校機構 83 12.1 119 562 28,307 27,528 779 

防災科学技術研究所 49 6.1 2 418 2,732 1,987 745 

 

これら９法人に対する評価結果についてみたところ、特許等の知的財産の保有

の必要性にかかる一定の評価が行われているものとなっている。今後の評価に当

たっても、知的財産を有効かつ効率的に活用する観点から、特許等の保有の必要

性についての検討状況や、検討の結果、知的財産の整理等を行うこととなった場

合の取組状況や進捗状況等について明らかにさせた上で、その適切性について評

価を行われたい。 

 

（内部統制の充実・強化） 

独立行政法人の内部統制については、総務省の「独立行政法人における内部統制と

評価に関する研究会」が、平成22年３月に「独立行政法人における内部統制と評価に

ついて」（以下「研究会報告書」という。）を取りまとめ、公表した。研究会報告書で

は、独立行政法人の内部統制を「中期目標に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、

独立行政法人のミッションを有効かつ効率的に果たすため、法人の長が法人の組織内

に整備・運用する仕組み」と定義しているほか、独立行政法人における内部統制の具

体的な取組を例示している。 

当委員会では、内部統制に係る評価の視点等について、研究会報告書を参考に決定

した。研究会報告書の公表時期が平成21年度末であったことを考慮し、評価の視点等

においては、内部統制の充実・強化に最も重要な役割を果たすと考えられる法人の長



 

 

のマネジメント※１と監事監査に係る評価について特に留意することとした。 

独立行政法人の事務・事業については、行政刷新会議による事業仕分け（第２弾）

や勧告の方向性等において、その非効率な業務運営等が指摘されており、今後、見直

しの基本方針に基づき、独立行政法人の制度・組織の見直しの検討が予定されている。 

独立行政法人等が国民に対し、効率的で質の高いサービス等を提供し、国民からの

信頼を確保するためには、これらの事業、制度面における改革が重要である。また、

同時に独立行政法人等自らが積極的にマネジメント改革に取り組むことが更に重要で

ある。このようなマネジメント改革のための手段として内部統制は重要な役割を果た

すことから、独立行政法人等は更なる内部統制の充実・強化に取り組む必要がある。 

※１ マネジメントとは、組織の目的達成のために組織を動かす力という意味で使用している。なお、独立行政法人

等の長のマネジメントと民間企業の経営者のマネジメントの範囲等は異なる。 

 

１ 内部統制に関する評価の状況 

(1) 当委員会の二次評価に当たっての視点等 

上記のとおり、独立行政法人の内部統制について、研究会報告書では、「中期目

標に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、独立行政法人のミッションを有効か

つ効率的に果たすため、法人の長が法人の組織内に整備・運用する仕組み」と定

義している。独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」とい

う。）においても、法人の長は、独立行政法人を代表し、その業務を総理し（通則

法第19条第１項）、また、法人の役員は、法人の長が任命する（通則法第20条第

３項）とされているなど法人の長に権限を集中させている。 

内部統制の充実・強化を図る上では、法人を代表し、その業務を総理する立場

にある法人の長の果たす役割が特に重要である。このため、評価の視点等におい

ても法人の長のマネジメントに係る４つの事項（①リーダーシップを発揮できる

環境整備、②法人のミッションの役職員への周知徹底、③組織全体で取り組むべ

き重要な課題（リスク）の把握・対応等、④内部統制の現状把握・課題対応計画

の作成）について、各府省の独立行政法人評価委員会等（以下「各府省評価委員

会」という。）において評価が行われているかどうか特に留意することとした。 

また、内部統制の充実・強化は、継続的に取り組むべきものであることから、

内部統制の基本的要素※２であるモニタリング※３の果たす役割が重要である。この



 

 

ため、評価の視点等においても法人の長から独立した立場から、独立行政法人の

業務を監査する役割を担っている監事（通則法第19条第４項）の活動に関し、上

記の法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施状況及び監事監査で把握

した改善点等の法人の長等への報告状況について各府省評価委員会において評価

が行われているかどうか特に留意することとした。 

※２ 内部統制の基本的要素とは、統制環境、リスクの評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング及び

ＩＣＴへの対応の６つの要素のことである。 

※３ モニタリングとは、内部統制が有効に機能していることを継続的に評価するプロセスのことである。 

 

(2) 各府省評価委員会の評価の結果における言及状況 

各府省評価委員会の平成21年度業務実績評価の結果についてみると、別紙２の

とおり、内閣府、総務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済

産業省、国土交通省及び防衛省の９府省の独立行政法人評価委員会では、９府省

が所管する半数以上の法人の評価の結果において、評価の視点等で示した内部統

制に係る事項（以下「内部統制事項」という。）全てについて言及していた。この

うち、厚生労働省独立行政法人評価委員会では、内部統制の基本的要素別に法人

の実績を別紙に整理した上で評価の結果において言及しており、そのいずれも当

委員会に提出しているほか、国土交通省独立行政法人評価委員会では、内部統制

事項別に法人の実績及びその実績に基づく同委員会としての見解を評価の結果の

別紙に記載し当委員会に提出している。 

また、内部統制事項別でみると、法人の長のマネジメントでは「リーダーシッ

プを発揮できる環境整備」が約 96 パーセントと最も高くなっている。これは当

委員会が従前からトップマネジメントに関する評価について指摘をしていたこと

によるものと考えられる。一方、監事監査が適切に実施されていることについて

は、評価の結果で言及されているものの、「法人の長のマネジメントに留意した監

事監査の実施」について言及されているものは約76 パーセントと最も低かった。 

 

(3) 評価結果における言及状況 

貴委員会の評価では、内部統制事項を踏まえた法人の取組状況を業務実績報告

書等に記載させた上で、その取組に対する貴委員会の見解を評価結果で明らかに



 

 

しており、表４のとおり、全ての内部統制事項について文部科学省が所管する半

数以上の法人に対する評価結果において言及されている。 

 

表４ 評価結果における内部統制事項の言及状況（文部科学省所管24法人） 

区  分 評価結果における言及 

法人の長のマネ

ジメント 

① リーダーシップを発揮できる環境整備 ◎ 

② 法人のミッションの役職員への周知徹底 ○ 

③ 組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等 ○ 

④ 内部統制の現状把握・課題対応計画の作成 ◎ 

監事監査 ① 法人の長のマネジメントに留意した監事監査の実施 △ 

② 監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告 ◎ 

（注）１ 「評価結果における言及」とは、当委員会に通知された評価結果において言及されているか否かを判断・整理し

たものである。 

２ 「評価結果における言及」欄の凡例 

  ◎：全ての法人で言及されている。 

  ○：大半の法人で言及されている。（90％以上） 

  △：半数の部の法人で言及されている。（50％以上90％未満） 

  ▲：半数以下の法人で言及されている（50％未満） 

  ●：全ての法人で言及されていない。 

 

また、評価結果の中には、一部の内部統制事項について、具体的な課題等にま

で踏み込んだ評価を行っているものもみられた。このような評価を行うことは内

部統制を充実・強化する上では、非常に重要であることから、引き続き具体的な

課題等にまで踏み込んだ評価が行われることを期待する。 

このような積極的な評価が行われている一方で、評価結果の中には、例えば、

「理事会議や部門長会議等により、（中略）組織として実施すべき事柄を役職員に

迅速に伝達できる仕組みが整っていると認められる」や「今後も、業務運営の改

善が、より促進されることを期待する」等、体制の整備等をもって評価を行って

いるものや抽象的な記載にとどまっているものなど、法人の取組状況を十分に検

証したことが評価結果にて明らかとなっていないものがみられた。このような例

は、他府省の独立行政法人評価委員会においてもみられ、これは、独立行政法人

の内部統制に関する考え方が平成21年度末に明らかにされたこともあって、評価

委員会に十分浸透していないことも一因であると考えられる。なお、評価結果に

おいて言及されていない内部統制事項については、貴委員会の見解を明らかにす

るためにも今後の評価において言及すべきである。 



 

 

２ 内部統制の充実・強化に向けた今後の評価における取組 

当委員会では、内部統制の充実・強化を図るために示した内部統制事項の意義・

目的と評価に際して留意すべきことについて、以下のとおり取りまとめた。 

(1) 法人の長のマネジメント 

ア リーダーシップを発揮できる環境整備 

法人の長がリーダーシップを発揮できる環境とは、組織が一体となってミッ

ションの達成に取り組むような組織風土（組織が有する価値観、組織文化、民

間企業でいう社風など）であり、かつ、内部統制の基本的要素を有効に機能さ

せるための基盤が整備された環境のことである。 

法人の長は、リーダーシップを発揮し、役職員にミッションの重要性と自ら

の役割を認識させた上で、具体的で高い水準の目標・計画を効果的かつ効率的

に達成することを阻害する要因について組織として共有し、法人全体として対

応していくための基盤を整備することが求められている。 

法人の長が自らリーダーシップを発揮できる環境を整備するための取組を行

うことは重要であり、評価に際しては、このような環境が整備され、実質的に

機能しているかどうかにも留意※４する必要がある。 

各府省評価委員会の評価の結果の中には、「役員等で構成される会議が適時開

催され、機構の重要な方針等について審議されているが、各会議の機能・役割

分担が必ずしも明確ではないことから、更なる環境整備の努力が必要である」

などの課題に言及しているものもみられた（別紙３参照）。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、リーダーシップを発揮できる

環境の一層の整備等に向けた課題等についても評価の結果において明らかにす

ることを期待する。 

※４ 着眼点としては、複数の部局がある法人における総合調整機能、資源の戦略的配分とその効果、職員

との円滑な意思疎通（意見交換、情報共有）など。 

 

イ 法人のミッションの役職員への周知徹底 

役職員について、研究会報告書では、「法人のミッションを果たすことに向け

て、自らの職務の位置付け及びその重要性を認識するとともに、各種の目標・

計画策定、統制活動等に積極的に関与することが求められる」としている。 



 

 

法人の長が全ての役職員に対し、様々な機会を通じてミッションを啓発する

ことは重要であるが、より深く役職員に浸透させる取組※５が更に重要であり、

評価に際しては、法人の長のマネジメントの一つとしてミッションの役職員へ

の周知徹底についての取組に留意する必要がある。 

各府省評価委員会の評価の結果をみると、法人の業務実績報告書等に記載さ

れている、各種会議、法人機関紙、イントラネット等の方法によりミッション

を周知徹底する取組について、「周知徹底が行われている」と評価を行っている

ものが多くみられた。 

一方で、運営方針に対する職員アンケートを行い、そのフォローアップを行

うことなどによって職員に浸透させる取組を積極的に行っている法人も見られ

た（別紙４参照）。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、ミッションを役職員により深

く浸透させるための取組にも留意した評価が行われることを期待する。 

※５ 法人の長が職員との意見交換の場を設け相互の意思の疎通を図る取組、法人が抱えるリスク等の洗い

出しを全職員が参加して行う取組など。 

 

ウ 組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等 

内部統制は、法人のミッションを有効かつ効率的に果たすこと等を目的とし

て、リスクを洗い出し、組織が一丸となってそれに対応する仕組みである。 

組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等とは、リスク

の識別※６、リスクの評価※７、対応すべきリスクの選定※８、リスク対応計画の策

定※９のことであり、法人の長は、法人の規模や業種等の特性を考慮した上で、

リスクの把握・対応等に取り組んでいくことが重要であり、評価に際しては、

法人の長が法人の規模や業種等の特性に応じた取組を行っているかどうかに留

意する必要がある。 

また、各府省評価委員会の評価の結果の中には、「リスクの優先順位付けや対

応計画は策定されておらず、今後改善の余地がある」など対応すべき課題にま

で言及しているものもみられた（別紙３参照）。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、評価の結果において対応すべ

き課題まで明らかにすることを期待する。 



 

 

※６ リスクの識別とは、ミッション遂行の障害となるものをリスクと位置付け、それらを網羅的に洗い出

すことである。 

※７ リスクの評価とは、リスクが顕在化した場合の影響度及び発生可能性を評価し、それらを勘案して重

要度の高いリスクを把握することである。 

※８ 対応すべきリスクの選定とは、リスク評価を踏まえ、対応すべきリスク、対応し過ぎているリスクの

洗い出しを行うことである。 

※９ リスク対応計画の策定とは、対応すべきリスクの選定を踏まえ、リスク対応のための計画を作成する。

その際、職員・部署が行うべき対応、その時期、及び進捗の管理に資する尺度、必要となる予算等を明

確にすることである。 

 

エ 内部統制の現状把握・課題対応計画の作成 

内部統制の充実・強化のためには、法人の長が監事監査及び内部監査等のモ

ニタリング結果や役員会等の会議の場などを通じて、内部統制の現状を的確に

把握し、内部統制の充実・強化を図るべき事項がないかを検証の上、必要な措

置を講じていくことが重要である。 

内部統制の現状把握については、多くの法人において、役員会などの各種会

議を通じて把握し、必要に応じ、改善策を講じている旨を業務実績報告書等に

記載している。これを受けた評価の結果においては、「役員会等で課題把握等を

行っており適切である」等に言及するにとどまり、法人が現状把握した結果に

おいて内部統制の充実・強化を図るべき点がないかを十分に検証しているかど

うかの視点が不足していると考えられるものがみられた。 

各府省評価委員会の評価の結果の中には、内部統制の現状把握や改善点の把

握について具体的に評価を行っているものもみられた（別紙３参照）。 

また、法人の中には、現状を把握した上で、リスクを洗い出し、その対応計

画を作成しているものもみられた（別紙４参照）。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、内部統制の現状を的確に把握

した上で、リスクを洗い出し、その対応計画を作成・実行しているかにも留意

した評価が行われることを期待する。 

 

 



 

 

(2) 監事監査 

監事は、独立行政法人の業務を監査するとされており（通則法第19条第４項）、

研究会報告書において、「監事は、法人の長とは独立した立場から、内部統制の整

備及び運用状況を監視、検証する役割と責任を有する」とされている。 

また、監事は、監査の過程において検出した法人の業務運営上改善すべき事項

を法人の長に報告することにより、今後の法人のマネジメントの向上に資するよ

う、ＰＤＣＡサイクルを補完する役割が期待されている。 

内部統制の充実・強化を図る上で、監事監査は重要な役割を果たすものであり、

各府省評価委員会による評価においても、監事の活動に留意する必要がある。 

ア 法人の長のマネジメントに留意した監事監査 

監事は、法人の長が内部統制を適切に整備・運用しているかどうかをモニタ

リングすべく、上記２(1)で掲げた各取組を適切に実施しているかどうかに留意

した監査を行うことが重要である。 

各府省評価委員会の評価の結果の中には、業務実績報告書等において、監事

が役員会等に出席するなどして法人の長のマネジメントに留意している旨の記

載があることをもって「法人の長のマネジメントに留意している」と言及して

いるものが多くみられた。こうした中で、評価の結果において、「今後は、内部

統制体制について、監事の役割の明確化を図るとともに、手法・体制の検討が

必要となる」、「内部監査との役割分担、適切な連携が必ずしも十分ではない」

などの監事監査の課題にまで踏み込んだ指摘を行っているものもみられた（別

紙３参照）。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、内部統制の一層の充実・強化

を図るため、監事監査の課題まで踏み込んだ評価が行われることを期待する。 

 

イ 監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告 

監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、法人の長又は主

務大臣に意見を提出することができるとされており（通則法第19条第５項）、

また、各法人の監事監査規程等において監事監査報告書の法人の長への提出が

規定されている。 

各法人の業務実績報告書等をみると、おおむね監事監査で把握した改善点等



 

 

がある場合は、役員会等の場などを通じて法人の長に報告が行われており、各

府省評価委員会の評価の結果においてもこのような取組について言及している

ものがみられた。 

各府省評価委員会の評価の結果の中には、監事監査で把握した改善点等の法

人の長等への報告状況にとどまらず、「前年度に行った監査の所見に対するフォ

ローアップ（対処案等の確認）も翌年度の理事会議などの重要な会議にて周知

するとともに、監査対象部署にも改善策等を求め実効性のある対処を確保した」

などと改善事項に対するその後の対応状況にまで言及しているものもみられた。 

当委員会としては、今後の評価に当たっては、このような取組も参考にしつ

つ、監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告のみならず、その対応

状況まで評価が行われることを期待する。 

 

３ 当委員会の今後の取組 

   当委員会の二次評価においては、研究会報告書が平成22年３月に取りまとめられ

たことなども考慮し、今後の評価に向けた視点等の提起を中心にしている。 

    独立行政法人等の内部統制の充実・強化の議論は、旧独立行政法人緑資源機構に

おける官製談合事件を契機に高まり、その後、各法人におけるコンプライアンス体

制の整備等（規程整備、委員会の設置、研修の実施など）が進められる中で、研究

会報告書が取りまとめられた。その後、行政刷新会議による独立行政法人の非効率

な業務運営への指摘や一部法人の元職員が収賄事件により逮捕されるなど独立行政

法人等に対する国民の目は依然として厳しいものがある。 

    当委員会としては、繰り返される法人の業務運営の問題、不祥事に対応するため

には、組織風土を含むマネジメント改革に法人が自ら取り組むことが喫緊の課題で

あると認識し、次年度以降も内部統制の充実・強化を評価の重点事項として取り組

み、各法人の取組について、各府省評価委員会の評価が適切に行われているか、厳

格な評価を行うので、評価に際しては、法人の内部統制の現状を的確に把握した上

で、内部統制の充実・強化を促進するための取組が適切か、課題がないか等につい

て、各府省評価委員会としての見解を評価の結果で明らかにする必要がある。 

    当委員会の意見を踏まえて、今後、各府省評価委員会において、更なる内部統制

の充実・強化に資するような評価が行われることを期待する。 



 

 

上記の事項に加え、個別に指摘すべき意見のある法人及びその内容は、以下のとおりで

ある。 

 

【国立女性教育会館】 

・ 貴委員会では「地域の機関で活用しうる男女共同参画・女性教育・家庭教育に関す

る基礎研究の成果の提供」に係る評価に当たっては、「活用状況（調査研究成果が女性

教育施設等の事業にどう役立っているか等 質的活用状況）」を観点として評価を行う

としている。 

しかしながら、平成21年度は、調査研究の成果として20年度に作成した「男女共

同参画データブック2009」について、リーフレットの作成、ニュースレターのメール

配信及びワークショップでの活用などの提供実績をもって、年度計画を上回る特筆す

べき成果を上げたものとしてＳ評定（特に優れた実績を上げている。）を付しており、

評価の観点として女性教育施設等の事業にどう役立っているかといった質的活用状況

については具体的に示されていないものとなっている。 

今後の評価に当たっては、最上級の評定を付すに当たり、自ら定めた評価の観点で

ある質的活用状況について具体的に明らかにした上で、調査研究成果の提供に係る評

価を行うべきである。 

 

・ 施設・設備の整備、施設管理に係る評価に当たって、保有資産の管理・運用等につ

いては、行政刷新会議による事業仕分け（第１弾）に基づき、個々の施設の有効性・

有用性等について全般的に検証を行い、見直したとされている。 

しかしながら、利用内容や利用者の範囲、稼働率などのデータに基づく検証結果が

明らかとなっていない。 

今後の評価に当たっては、法人の設置目的に照らし合わせた上で、各施設の利用実

態、稼働状況等を明らかにした上でその保有の必要性についての評価を行うべきであ

る。 

 

【日本学術振興会】 

・ 「特別研究員（RPD）」に係る評価に当たっては、「円滑な復帰支援を促進するため、

限られた予算の中で、特別研究員（RPD）を充実（前年度比10名増）させたことは、

学界のみならず、社会へのメッセージとして多方面に与える影響も大きく、高く評価



 

 

できる。」等として、Ｓ評定（特に優れた実績を上げている。）を付している。 

しかしながら、中期目標、中期計画及び年度計画における特別研究員の採用目標数

や採用計画が明確でない中で、他の特別研究員の採用と比して、前年度比 10 名増の

48 名の採用という実績をもって、特別研究員（RPD）の採用のみをＳ評定とすること

の説明は十分となっていない。 

今後の評価に当たっては、最上級の評定を付すに当たり、評価項目についてこれま

で以上に、いかに特に優れた実績を上げたかを具体的に説明すべきである。 

 

【日本原子力研究開発機構】 

・ 展示施設等の効率的な運営については、本法人の主要な事務及び事業の改廃に関す

る勧告の方向性（平成21年12月９日）において、「平成21年度のアクションプラン

をみると、経費の削減目標や入館者数の目標が20年度のアクションプランにおける当

該目標よりも低い水準となっている。展示施設等の更なる利用効率の向上等を図る観

点から、目標設定も含めアクションプランを見直すものとする。」としたところである。 

しかしながら、評価結果においては、この勧告の方向性を踏まえて、どのように第

２期中期目標期間（平成22年度から26年度までの５年間）のアクションプランを策

定したのか、その適切性についての評価が明らかにされていない。 

今後の評価に当たっては、第２期中期目標期間のアクションプランの適切性を明ら

かにした上で、展示施設の効率的な運営について毎年度厳格な評価を行うべきである。 

 

・ 平成22年８月26日に発生した「高速増殖原型炉もんじゅの燃料交換片付け作業中

における炉内中継装置の落下」について、本法人が原子力安全・保安院に提出した中

間報告（平成22年10月１日）によると、外部機関への連絡は、本来、事象発生後迅

速に行うべきところ、外部への第１報の通報が事象発生から約１時間30分後と、現場

担当者の認識不足等の原因により迅速に対応できなかった等とされているところであ

る。今般の事象は、原子炉容器内の装置に係る異常であり、通報遅れについては厳格

な原因究明に基づく再発防止対策が行われなければならない。 

本件は平成22年度に発生し、21年度評価の対象外であるが、今後の評価に当たっ

ては、原子力安全・保安院の評価を経て講じることとなる再発防止策が真に有効に機

能するか等の観点からの評価を行うべきである。 



 

中期目標期間における業務の実績に関する評価の結果 

についての意見 

 

 

【日本原子力研究開発機構】 

本法人については、「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性

について」（平成21年12月９日付け政委第34号政策評価・独立行政法人評価委員会通

知。以下「勧告の方向性」という。）の取りまとめに当たり、その組織及び業務の全般に

わたる見直しの中で、個々の中期目標の達成状況をも判定する観点から併せて検討を行

ったところであり、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第34条第３項の規

定に基づく所要の意見については、勧告の方向性を通じて指摘したものである。 

なお、勧告の方向性を踏まえて策定された新中期目標等に沿った業務の質の向上及び

効率化が、的確な業務の進捗と併せて推進されるよう、貴委員会は、毎年度の厳格かつ

的確な評価に努められたい。 


